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平成３０年雇第２１号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

事実及び理由 

第１ 再審査請求の趣旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、公共職業安定所

長（以下「安定所長」という。）が○年○月○日付けで請求人に対してした○年○月

○日から○年○月○日までの基本手当を支給しない旨の処分を取り消すとの裁決を

求めることにある。 

第２ 事案の概要 

１ 請求人は、○年○月○日、Ａ所在のＢ会社（以下「会社」という。）から懲戒解

雇の通知を受けて離職した。 

２ 請求人は、○年○月○日、公共職業安定所に出頭し、安定所長に対し、受給資格

の決定を求めた。 

  その際、請求人は、自己の責めに帰すべき重大な理由による解雇ではなく、会社

都合による解雇であると主張して、離職理由について異議の申立てをした。 

３ 安定所長は、○年○月○日、請求人に対し、雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号。以下「法」という。）第３３条第１項の自己の責めに帰すべき重大な理由に

より解雇されたと判断して、同年○月○日から同年○月○日までの基本手当を支

給しない処分（以下「本件処分」という。）をした。 

４ 本件は、請求人が、会社がした懲戒解雇には理由がなく、基本手当の給付制限は

不当であると主張して、本件処分の取消しを求める事案である。 

５ 請求人は、雇用保険審査官（以下「審査官」という。）に対し審査請求をしたと

ころ、審査官が○年○月○日付けでこれを棄却する旨の決定をしたことから、更

にこの決定を不服として本件再審査請求をした。 

第３ 当事者の主張の要旨 

１ 請求人 

（略） 

２ 原処分庁 
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（略） 

第４ 争  点 

安定所長が、○年○月○日付けで請求人に対してした本件処分が妥当であると認

められるか。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 理  由 

１ 当審査会の事実認定 

（略） 

 ２ 当審査会の判断 

（１）請求人は、離職理由は、法第３３条１項に定める自己の責めに帰すべき重大な

理由による解雇ではないと主張するので、以下検討する。 

ア 雇用保険業務に関する業務取扱要領（平成２２年１２月２８日付け職発１

２２８第４号）５２２０２（２）ニによれば、労働協約又は労働基準法（昭和

２２年法律第４９号。以下「労基法」という。）に基づく就業規則に違反する

もので、極めて軽微なものを除き、事業所内において、窃盗・横領・傷害等刑

事犯に該当する行為があったために解雇された場合などが法第３３条第１項

に定める自己の責めに帰すべき重大な理由による解雇に該当するとされてい

る。そして、その解雇の要件として、事業主が労基法第１９条第２項の解雇予

告除外認定を受けていることが必要であるものと解される。 

イ 会社は、請求人が、○年○月○日、他社の従業員の上着ポケットから鍵を盗

むという違反行為をしたとして、従業員就業規程第○条第○号及び第○号に

違反し、窃盗罪にも該当するとして、○年○月○日付けで請求人を懲戒解雇

した。 

この点、従業員就業規程第○条第○号には「会社内において刑法その他刑

罰法規の各規定に違反する行為を行い、その犯罪事実が明らかになったとき

（当該行為が軽微な違反である場合を除く）」、第○号には「数回にわたりち

ょう戒を受けたにもかかわらず、尚、勤務態度等に関し、改善の見込みがない

と認められたとき」と規定されている。 

ウ 再審査請求代理人は、当事者立会審理において、退職に至る経緯（事実関

係）については、おおむね認めている。加えて、請求人は、○年○月○日付け
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上申書において、「請求人が『衝動的に盗ってしまう。』という行為を反省し

ています。（中略）確かに、これらの行為は犯罪行為であり、事業者としては

迷惑・困惑する事態であり、就業規程にも反するものであります。」と述べて

いる。 

エ そうすると、解雇理由である窃盗の事実を請求人は認めており、○回目の

従業員就業規程に違反する行為であり、請求人は既に○回の譴責処分を受け、

かつ、今回は、○年○月○日には、請求人及び両親並びに就労支援機関を含め

て原因の究明と今後の処分、対応策を検討し、同様の違反に対しては懲戒解

雇となることを確認していることを踏まえると、決定書理由に説示するとお

り、請求人については、自己の責めに帰すべき重大な理由による解雇に該当

し、会社がした懲戒解雇は有効であると解される。 

（２）請求人は、会社は労基法第１９条第２項の解雇予告除外認定を受けていない

ので、本件処分は妥当でないと主張するが、会社は、解雇通知日（○年○月○日）

に、請求人に解雇予告手当を支払っているため、解雇予告除外認定を受ける必

要がなかったにすぎず、認定を受けていない事実は判断に影響を与えるもので

はなく、同主張は採用することができない。 

 （３）したがって、当審査会としても、請求人は、法第３３条第１項に定める自己の

責めに帰すべき重大な理由により解雇されたと認められるので、本件処分は妥

当であると判断する。 

なお、請求人のその余の主張についても子細に検討したが、上記判断を左右

するものは見いだせなかった。 

３ 結  論 

以上のとおり、本件処分は妥当であって、これを取り消すべき理由はないから、

請求人の本件再審査請求を棄却することとして、主文のとおり裁決する。 


